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⾝体活動は、家庭、村、学校、都市、組織、コミュニ

ティで⾏われる⼈間の動きの包括的な⽤語であり、

様々な理由で実施されている。 これには、職場や⾃
宅、移動中、または余暇活動中に⾏われる偶発的およ

び意図的な⾝体の動きの両⽅が含まれる。

システムベースのアプローチは、個⼈、コミュニテ

ィ、社会、政治の各層から、システムのあらゆる構

成要素にわたる専⾨知識と熱意を結集し、問題の複

雑さ（すなわち、⾝体活動の不⾜）についての共通

理解を深め、主要な⼈物を⾒つけ出し、システムを

分断させるポイントを特定する（9）。このシステム
には、⼈、コミュニティ、組織、資源（知識、お

⾦、時間）、物理的および社会的環境、構築された

インフラ、そして経済が含まれる。

⾝体活動は、より良い健康を達成し、 
持続可能で⽣産的な社会を実現するため

の強⼒な投資である。
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国や地⽅の政策に⾝体活動を組み込むために、専⾨家、学者、市⺠社会、

意思決定者を含む、すべての⼈に⾏動を呼びかけるものである。

このISPAH⽂書は、⾝体活動に関連する政策と議論を提唱し、先導するために
使⽤できる最良のエビデンスの概要を説明している。

⾝体活動を増やすためには、システム

ベースのアプローチが必要である。

コミュニティは、システムベース

のアプローチにおいて、重要な役

割を果たす。 コミュニティは、地
域社会の資産を活⽤し、地域住⺠

の関与を促進し、問題の実態に関

する現実的な洞察を提供すること

ができる。

⾝体活動の不⾜は、⾼⾎圧、⾼コレステロール、

⾼グルコースといったNCDの主要な危険因⼦、およ
び⼩児期・成⼈における肥満の著しい増加に（直

接的および間接的）に関連している。 この現象
は、⾼所得国（HIC）だけではなく、多くの低中所
得国（LMIC）でも⾒られている（2）。NCDによる
死亡の80％近く（2800万⼈）がLMIC諸国で発⽣し
ており（6）、LMICにおける予防的介⼊の⼤きな可
能性を秘めている。⾝体活動は、⾝体的な健康に

資するだけでなく、個⼈およびコミュニティレベ

ルで精神的・社会的な健康と幸福を⾼め、また、

認知的健康にも貢献する。

世界で14億⼈以上の成⼈が、推奨される最低
レベルの⾝体活動を達成していないために

（1）、⾮感染性疾患（NCD）のリスクにさら
されている（2）。控えめに⾒積もっても、
⾝体活動の不⾜により、世界経済に年間680
億ドルのコストがかかっている（3）。現在
の⾝体活動レベルは、世界中で年間390万⼈
の死亡を予防している（4）。その⼀⽅で、
⾝体活動の不⾜は、年間500万⼈以上の予防
可能な死亡の原因となっている（2, 5）。

世界中で、成⼈の4⼈に1⼈、⻘少年の5⼈に4⼈は、
⾝体活動が不⾜している（1, 7）。 公衆衛⽣上の問
題として、現在の⾝体活動不⾜のレベルは世界的な

パンデミックと特徴づけられている（8）。

⾝体活動不⾜の根本的な原因を理解するためにステー

クホルダー（地域、国内、または国際）を統括する際

には、システムベースのアプローチにより、各ステー

クホルダーが全体像のどこに収まるかを確認できる。

これまでに⾝体活動のアジェンダに関与したことがな

いかもしれない多くのステークホルダーでも、彼らの

活動が問題にどのように貢献しているのか、また逆に

解決策にどのように貢献しているのかを知ることがで

きる。 この⽂書は、⾝体活動に関する対話を開始する
ために、主要なステークホルダーを特定し、⼿を差し

伸べるためのプラットフォームとなり得る。

システムベースのアプローチの重要な

側⾯は、介⼊が単独で機能することを

期待せず、伝統的なアプローチから離

れることである。 代わりに、システム
が⽂脈の中でどのように機能するか、

システムがどのように反応するのか、

そして公衆衛⽣アプローチがシステム

のニーズに応じてどのように適応でき

るかを理解する必要がある。



国家政策

地域の政策および規制

⽣涯にわたって利⽤しやすいプログラム

⽀援環境

様々な部⾨やコミュニティとのパートナーシップ

国内の⾝体活動ガイドライン（または国際ガイドラインの採⽤または適応）

⾝体活動のアジェンダを先導する強⼒な機関への投資

⾝体活動のモニタリング、サーベイランス、研究への⽀援

⾝体活動従事者の能⼒を向上させるための投資

⼤規模な政策実施のための持続可能な資⾦調達の確保

⾝体活動レベルを改善するためのシステムベースのアプローチには、以下の取り組みが含まれる（11）：
1.
2.
3.
4.
5.

さらに、政策を確実に実施するためには、システムサポートが必要である。 これらのサポートには以下のことが
含まれる： 

1.
2.
3.
4.
5.

これらは、政策およびISPAHの8つの投資に対する重要なシステムサポートを提供する。

コミュニティの関与を伴うシステムベースのアプローチの採⽤を促進するためには、複数の要素が必要である

（10）。 第⼀に、システムを形成する⼈々、つまり政府関係者や影響⼒のある地域住⺠を特定し、⽀援を求める
ことである。 第⼆に、関係を構築または強化し、パートナー間の信頼を築き、システム内に変化のための能⼒と
可能性があることを確認するために時間を費やすことである。最後に、アプローチの持続可能性を確保するため

に、適切なガバナンスが必要であり、さらに複数のアジェンダを連携させることにより、部⾨を超えたステーク

ホルダーのエンゲージメントから利益を得ることが可能になる。
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⾝体活動の利点は健康にとどまら

ず、 化⽯燃料の使⽤量の削減、⼤
気汚染の減少、道路の混雑の緩和と

安全性の向上、不平等の減少、男⼥

平等の向上、都市の持続可能性、産

業の⽣産性の向上など、国連が

2030年までに達成をめざす持続可
能な開発⽬標（SDGs）の達成にも
⼤きく貢献する（12）。

2016年のバンコク宣⾔（13）にお
いて、国際⾝体活動健康学会

（ISPAH）は、⾝体活動の多くの分
野横断的なメリットと、多くの

SDGsの達成への貢献を認めている
（図1を参照）。SDGsを達成するた
めの⾝体活動の貢献は、世界保健機

関（WHO）の⾝体活動に関する世
界⾏動計画2018-2030（GAPPA）で
も認められている（14）。

⾝体活動は、すべての⼈にとって

より良い持続可能な世界を作り出

すために役⽴つ。

図1:
⾝体活動を促進するための政策実施から得られる経済的、社会的および環境的             
 コベネフィット
（「Act ive :  A  Technical  Package for  Increas ing Phys ical  Act iv i ty」（15）を参照）。



⾝体不活動は、複数の要因が相互に影響し合う複

雑な公衆衛⽣上の問題である。 複雑な問題に対し
ては、いつも、単純で、容易で、間違った解決策

がいろいろある（18）。⾝体活動を促進するため
の単⼀の解決策を探すことは、複雑で多様な⼈⼝

レベルの⾏動とアウトカムに焦点を合わせるので

はなく、単純で短期的な個⼈レベルの健康アウト

カムに焦点を当てることを奨励し、この分野の進

展を妨げている可能性がある（19）。

システムベースのアプローチは、多くの点で、社

会的および環境的⽂脈で⾝体活動の促進要因を位

置付けた社会⽣態学的モデルの使⽤に基づいてい

る（20）。システムベースのアプローチは、シス
テムを集合的に形成する要素間のダイナミックな

つながりを加え、ステークホルダーがこれらの要

素とどのように相互作⽤するかを考慮している。

システムベースのアプローチは、多くの要因とそ

れらの物理的、商業的、社会⽂化的および政治的

⽂脈との間の多様で混沌とした関係として認識さ

れる可能性がある物事を理解するのに役⽴つ

（21）。このように、不活動に取り組むことを⽬
的とした効果的なアプローチでは、同時多発的な

政策、戦略、および⾏動を様々な場（セッティン

グ）や部⾨にわたって実装する必要がある

（investment 8を参照）。

ISPAHは、国、州、市、町、村の対応を⽀援する
ために、⾝体活動を⽀える8つの投資の概要を⽰し
ている。これらは、有効性に関する信頼できるエ

ビデンスによって⽀えられ、世界中で適⽤されて

いる。

以下のISPAHの改訂された8つの投資は、WHOの
GAPPAのとその4つの戦略⽬標における⾏動の枠組
みに対して容易に対応することができる（14）。

WHOの⾝体活動に関する世界
⾏動計画2018-2030の構築

アクティブな社会（社会規範・態度）

アクティブな環境（空間・場所）

アクティブな⼈々（プログラム・機会）

アクティブなシステム（ガバナンス・政策実

現者）

2018年5⽉に世界保健総会によって承認され、同
年6⽉に発表されたGAPPAは、すべての国が、⾝体
活動が不⾜している者の割合を2025年までに10％
減少させ、2030年までに15％減少させるという⽬
標を設定している（14）。 GAPPAでは、4つの戦
略⽬標と20の政策⾏動が概説されている。
 4つの戦略⽬標：

1.
2.
3.
4.

「⾝体活動のトロント憲章」（16）は、⾝体活動
を増やすための政策やプログラムに投資すること

の直接的な健康への影響とコベネフィットを概説

した重要な⽂書である。 これに基づき、付随する
「⾝体活動を⽀える投資」（17）は、⾝体活動を
促進するためのエビデンスに基づいた投資に関す

るガイダンスを提供した。
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単⼀の解決策はない。

“"⾝体活動を促進させるために、
単⼀の解決策を探すことは、複雑

で多様な集団レベルの⾏動とアウ

トカムに焦点を合わせるのではな

く、単純で短期的な個⼈レベルの

アウトカムに焦点を当てることを

奨励し、この分野の進展を妨げて

いる可能性がある"

健康格差は集団間の健康状態の差である。これは

社会的に作られ、⼈⼝全体に不平等に分布する体

系的なものである。 SDGsに適しているように、⾝
体活動は公平性を向上するための強⼒なツールと

なり得る。公平性の向上は、ウォーキングやサイ

クリングに適した交通インフラの整備、⾼齢者や

障がい者のためのコミュニティサービスや施設へ

のアクセスの確保、すべての⼥⼦と男⼦を対象と

した充実した体育教育の実施、すべての⼈にスポ

ーツおよびレクリエーションサービスへの簡単で

⼿頃なアクセスの提供により実現が可能である。

この「⾝体活動を⽀える投資」の2020
年版は、2011年版の⾝体活動戦略に基
づいて作成されており（17）、GAPPA
（14）と併⽤することで、専⾨家、計
画者、実務家、政策⽴案者、および加

盟国が現在の⾝体活動不⾜のパンデミ

ックに対処するために役⽴つ。



⾝体活動を⽀える

8つの投資
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1. 「学校ぐるみ」のプログラム

2.アクティブな移動・交通⼿段

3.アクティブな都市デザイン

4.保健・医療

5.マスメディアを含む⼀般社会に向けた啓発

6.みんなのためのスポーツとレクリエーション

7.職場

8.コミュニティ全体のプログラム



⾝体活動に対する学校ぐるみのアプローチには、定期的で

質の⾼い体育の授業を優先すること、1⽇（例：学校に⾏
く前、学校にいる間、そして放課後の遊びやレクリエーシ

ョン）を通して構造化および⾮構造化された⾝体活動を⽀

援するための適切な物理的環境と資源を提供すること、ア

クティブな通学を⽀援すること、そして、学校の政策を⽀

援し、教職員、児童・⽣徒、保護者、さらにはコミュニテ

ィ全体を巻き込むことで、これらの取り組みを可能にする

ことが含まれる。 特に、他のどの場所よりも学校で過ごす
時間が⻑い児童・⽣徒にとって、学校ぐるみのアプローチ

は、⾝体活動に参加するための最⼤の機会を提供すること

が可能である。また、学校では、社会的な背景に関わら

ず、継続的に幅広い層の児童・⽣徒に提供することができ

る（22）。

体育プログラム（23）、アクティブな教室（24, 25）、放
課後の⾝体活動（26）、休み時間（27）など、学校におけ
る個々のプログラムの有効性を⽰すエビデンスが増えてき

ている。⼀⽅で、その有効性は単独で検討されていること

が多く、複数のレベルや異なるステークホルダーとの包括

的な学校ぐるみのプログラムの実施を検討したエビデンス

は限られている（28）。学校における複数の⾝体活動の機
会を組み合わせた多要素型の⾝体活動プログラムは、 児
童・⽣徒の⾝体活動の増加に⼀貫して最も成功しており

（29）、⻑期的に持続することが実証されている（30）。
最も有名で成功している多要素型プログラムの1つは、フ
ィンランドの「Schools on the Move」（31）である。 この
プログラムにより、休み時間中および学校1⽇を通して⾝
体活動が増加すること、休憩時間に屋外で過ごすが⻑くな

ること、冬季の通学が活動的になること、学校活動の計画

への児童・⽣徒の関与が増加することが明らかになってい

る（31, 32）。

GAPPA では児童・⽣徒の⾝体活動の機会を増加させるため
に、学校におけるプログラムの要素を拡⼤・拡張し、学校

ぐるみのプログラムの実施を強化する必要性が述べられて

いる（14）。学校ぐるみのプログラムが⼦どもや若者の⾝
体活動を変えるために効果的である可能性を⾼めるため

に、質の⾼いプログラムの実施を⽀援するための政策とシ

ステムを開発する必要がある（33）。
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“…学校全体で複数の⾝体活動の機会を組み合わせた多要素型の⾝体活動プログラムは、
⼀貫して⽣徒の⾝体活動を増やすことに成功している。”

1. 「学校ぐるみ」のプログラム1



移動は、家と職場の間を移動したり、友⼈や仲間

と会ったり、買い物をしたり、その他多くの理由

で、すべての⼈の⽇常⽣活に不可⽋である。多く

の場合、移動は避けられない不可⽋な⽇常の活動

であり、健康の社会的決定要因である。

移動は⼈々の毎⽇の時間の⽐較的⼤きな割合を占

めているので、⾝体活動を移動を機会として実施

することは、毎⽇の⾝体活動を増やすための実⽤

的で持続可能な⽅法である（34）。安全で⼗分に
接続された⾃転⾞道が利⽤できる場合には、短い

（<5km）⾞の移動は⾃転⾞に置き換えることがで
きる（35）。公共交通機関の整備によって、停留
所や駅との間を歩いたり⾃転⾞で移動したりする

⼈が増え、⼈間の⽇常⽣活に多くの⾝体活動が組

み込まれる（36）。活動的な交通⼿段を増やすこ
とは、⼤気汚染の改善、交通渋滞の減少、⼆酸化

炭素排出量の削減など、多くのコベネフィット

（副次的な利益）をもたらす（36）。

⾃動⾞の代わりにウォーキング、サイクリング、

または公共交通機関の使⽤を奨励する都市を設計

するには、多くの国で考え⽅を⼤幅に変える必要

がある。2016年、Lancetは、都市のデザイン、輸
送、健康の間の関連性を調査した3つの論⽂のシリ
ーズを発表した（36, 38, 39）。最初の論⽂では、
8つの統合された都市デザイン介⼊が特定され、こ
れらを組み合わせると、⾃家⽤⾞の使⽤を減らし

ながら、ウォーキング、サイクリング、および公

共交通機関の使⽤を促進する（36）。8つの介⼊
とは、⽬的地へのアクセシビリティ、都市全体で

の雇⽤の公平な分配、駐⾞場の利⽤可能性を低下

させ、コストを増やすことによる⾃動⾞需要の管

理、徒歩やサイクリングに適した移動ネットワー

クの設計、最適なレベルの住宅密度の達成、公共

交通機関までの距離を短縮すること、活動的な移

動モードの望ましさの向上が含まれる。

世界のいくつかの都市は、ウォーキング、サイクリン

グ、公共交通機関の利⽤の増加に向けて積極的に変化

している。 オーストラリアのメルボルンのPlan
Melbourne（2017-2050）は、「20分の近所」の原則
（40）に基づいている。「20分の近所」は、主に「地
元での⽣活に焦点を当てる」ことである。これによ

り、⼈々は⾃宅から20分以内の歩⾏、安全なサイクリ
ングや公共交通を利⽤することで、⽇常⽣活に必要な

ほとんどのことを実⾏できる。フランスのパリでは、

アンヌイダルゴ市⻑が「15分の都市」を提唱してお
り、過去数年間にわたり⾃転⾞道へ多くの投資を⾏

い、サイクリストの数が54％増加した（41）。ベルギ
ーのゲントでは、新しい交通計画を実施した最初の年

に、サイクリングの25％の増加が報告された（42）。
ウォーキングとサイクリングへの投資の⼤幅な増加

は、アイルランド（43）と英国（44）でも発表されて
いる。
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“フランスのパリでは、過去数年間にわたり⾃転⾞道への多くの投資が⾏われ、サイク
リストの数が54％増加した。ベルギーのゲントでは、新しい交通計画を実施した最初
の年に、⾃転⾞利⽤者の25％の増加が報告されている 。”
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2007年以来、世界の⼈⼝の⼤部分は都市に住んでいる。
この数は2050年に68％に増加すると予測されている
（45, 46）。都市をどう構築し、設計するかは、⼈間の
意識的および無意識的な⾏動に多⼤な影響を与える。世

界14都市での⾝体活動に関する国際調査によると、最も
活動しやすい地域の住⺠は、最も活動しにくい地域の住

⺠よりも1週間に68〜89分多くの⾝体活動を実施してい
た（47）。特徴が異なる5⼤陸の14都市で実施した研究
により、居住密度が⾼く、道路網が良く接続され、公共

交通機関のネットワークが良好で、公園が多い近隣の住

⺠は、そうではない近隣の住⺠よりも活動的であった

（47）。構築環境は2つのタイプの⾝体活動に影響を与
える。すなわち、（i）レクリエーション活動の機会を
提供する公園や緑地などは余暇の⾝体活動に影響を与

え、（ii）地域に多くの⽬的地があり、⽬的地までの距
離が短く、歩道・⾃転⾞道・公共交通機関が整っている

ことは、移動による⾝体活動に影響を与える。

Lancetの都市デザイン、輸送、健康に関するシリーズに
発表された論⽂は、⼈々の交通⼿段が⾃家⽤⾞から徒

歩、⾃転⾞、公共交通機関に移⾏することを促進する都

市デザインとして、コンパクトで、混合⼟地利⽤度が⾼

い都市デザインを推奨している（39）。同シリーズの別
の論⽂では、健康影響評価フレームワークを使⽤し、コ

ンパクトシティを反映した⼟地利⽤の変更による⼈⼝全

体への健康影響をモデル化したところ、健康上の利益が

確認された（38）。

Lancetシリーズの結論は、構築環境のあり⽅は、⾝体活
動を増加させると同時に多くの健康利益と環境への利益

をもたらすことを強調した。これには、店舗、学校、そ

の他のサービス、公園、レクリエーション施設、職場を

居住地域の近くに配置するコンパクトシティを構築する

こと、⼈々が様々な⽬的地まで歩いたり、⾃転⾞に乗っ

たりすることを容易にする道路網の提供が含まれる。
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“世界14都市での⾝体活動に関する国際調査によると、最も活動しやすい地域に住む住
⺠は、最も活動しにくい地域に住む住⺠よりも1週間に68〜89分多くの⾝体活動を実施
していた。”
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保健・医療専⾨家は⼈⼝の⼤部分と接触し、糖尿病などの慢

性疾患を持つ⼈々、または⾼⾎圧などの⼼⾎管疾患の危険因

⼦を持つ⼈々と頻繁に接する（48）。 保健・医療専⾨家の
⼈⼝に対する広範なアウトリーチに加えて、彼らは⼀般に尊

敬され、信頼されている。つまり、彼らは少なからず、世論

や個々⼈の意⾒に影響を与える可能性がある（49, 50）。

科学的エビデンスによると、⾝体活動のみを対象とした介

⼊、あるいはタバコ、アルコール、不健康な⻝事の修正と組

み合わせた保健・医療機関における介⼊は効果的（51-53）
であり、そのほとんどは費⽤効果（54）も優れている。簡単
なアドバイスを提供すること、およびコミュニティ内にある

⾝体活動の機会を患者に紹介する⽅法には、特に強⼒なエビ

デンスがある（55, 56）。介⼊は、⾏動変容の準備性が⾼い
不活動な者に対して、単純で現実的なアドバイスを与え、⾝

体活動を始めてそれを維持するための⾏動的および認知的ア

プローチが使⽤された場合に最も効果的である（51）。

GAPPAは、知識とスキルを向上させるために、保健・医療専
⾨家（医師、看護師、およびその他の関連医療専⾨家を含

む）のサービス前およびサービス中のトレーニングを強化す

る必要があると述べている（14）。保健・医療専⾨家は、⽇
常診療において、患者の⾝体活動を評価し、簡単なアドバイ

スやカウンセリングを提供するのに⼗分な能⼒を備えている

必要がある。保健・医療専⾨家は、⾝体活動レベルを上げる

⽅法について患者にアドバイスできる適切な機会を認識して

いることも重要である。予防においても、疾病管理において

も⾝体活動の重要性に強⼒なエビデンスがあることを考慮す

ると、保健・医療における⾝体活動の促進は、⼀次予防と⼆

次予防の両⽅に焦点を当てるべきである（2）。臨床予防サ
ービスへの財政⽀援や、患者の評価、アドバイス、フォロー

アップなどを⽬的としたツールの普及など、⾝体活動を⽇常

のヘルスケアへ統合するための政策とシステムを開発する必

要がある。
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"エビデンスによると、⾝体活動のみの介⼊でも、タバコやアルコール、不健康な⻝事
といった他の修正可能な危険因⼦に対する介⼊と組み合わせた介⼊でも、どちらも効

果的である,,,"

保健・医療4



⾝体活動のメッセージはポジティブな枠組みで、特に社会的

および精神的健康に関連する短期的な結果を強調する必要が

ある。

メッセージの内容は、意図された受信者に合わせて、または

ターゲットを絞ったものである必要がある。

メッセージを開発する際には、形成的研究、⼼理学的理論お

よび/またはソーシャル・マーケティングの原則を⽤いるべき
である（60）。

⼀般社会に向けた啓発には、印刷物、オーディオおよび電⼦メデ

ィア、デジタルおよびソーシャルメディア、屋外の看板およびポ

スター、広報、決定のポイントのプロンプト、および情報の⼤量

配布が含まれる。

マスメディアは、⾝体活動に関する⼀貫した明確なメッセージを

発信するための効果的な⼿段である。 ほとんどの国では、⾝体活
動に関する宣伝はマスメディアでほとんど⾏われていない。 有料
と無料の両⽅の形態のメディアは、健康上の利点に対する認識を

⾼め、⽬標や活動指針を知らせ、活動的であることと活動的であ

り続けることへのモチベーションを⾼め、活動的であることへの

⾃⼰効⼒感を⾼め、態度、信念、意図に影響を与えることができ

る。メディアはまた、⾝体活動を維持する機会と⽅法への気づき

を⾼め、⽀援を求める⾏動を刺激し（例えば、ソーシャルメディ

アプラットフォームまたはヘルプラインでの相互作⽤）、⾝体活

動に好ましい⽂化的規範の構築に貢献することができる（57） 。
意識と理解を⾼めるためのコミュニケーションキャンペーンとそ

の最も優れた事例は、GAPPA（14）で特定されている。

近年、ソーシャルメディアやデジタルメディア、その他のハンド

ヘルドデバイス、ウェアラブルデバイス、インターネットの使⽤

など、いわゆる「ニューメディア」が急速に拡⼤している。これ

らのニューメディアは、費⽤対効果の⾼い⽅法で⼤衆に到達する

ための重要な機会を提供する（58）。これらのコミュニケーショ
ンは多くの場合インタラクティブ（双⽅向またはグループ）であ

り、特定のプログラムにリンクされていたり、⼈⼝統計学的セグ

メントに合わせて調整されていたり、携帯型またはウェアラブル

デバイスにリンクされていたり、個別に調整された⽅法で客観的

かつ個⼈化されたデータ⼊⼒に反応したりすることができる。イ

ンターネットを利⽤した介⼊の中には、⾝体活動が⼤幅に増加し

たと報告しているものもある（59）。

⾝体活動のコミュニケーションのレビューは、次のことを⽰して

いる。 
1.

2.

3.
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“⼀般社会に向けた啓発は、地域イベントや地域社会の関与などのアプローチと組み合わ
せて実施され、適切な資⾦が提供され、健全な理論に基づいて⻑期にわたって継続され

る場合に最も効果的であり、推奨される。”

マスメディアを含む⼀般社会に向けた啓発5

2019年に実施されたレビューでは、マスメデ
ィアは⾝体活動に対する知識、気づき、意図

を⾼めることが明らかになっている。 しか
し、⾝体活動⾏動への影響はまちまちだった

（61）。  ⼀般社会に向けた啓発とコミュニケ
ーションの効果は限定的なため、システムベ

ースのアプローチの重要性が強調される。し

かし、教育プログラムやインフラ・サポート

などの健康増進活動が加わると、成果は確実

に向上するはずである（62）。システムベー
スのアプローチとして、地域イベントや地域

社会の関与などのアプローチの⼀部として⼀

般社会に向けた啓発を⾏うことは、適切な資

⾦が提供され、健全な理論に基づいて実施さ

れ、⻑期にわたって持続することにより、最

も効果的であり、推奨される(63, 64)。

写真提供者：Leo Reynolds. Could you get off a stop ealier? 
 (CC BY-NC-SA 2.0)  https://flic.kr/p/6MBb39



スポーツをしたり、スポーツに参加をしたりすることは世

界中で⼈気があり、多くの⼈にとって重要な⽂化的意義も

持っている（65）。スポーツへの参加に対する世界的な変
化としては、組織化されたスポーツへの参加が停滞・低下

した（65, 66）⼀⽅で、⾮公式の社会的なスポーツやレク
リエーションの機会が選択されるようになっている（67,
68）。

世界的な政治的・戦略的⽅向性（14, 69-71）は、⽣涯を通
じての積極的な参加やボランティア活動など、スポーツや

レクリエーションへの参加による良好な結果が得られるこ

とを認識している（72, 73）。 具体的には、開発のための
スポーツを含むスポーツ・レクリエーションは、国連の

SDGsのうち8つの⽬標と関連しており、健康、社会、経
済、開発、平和、持続可能性などのアジェンダに直結して

いる（74-78）。 

肯定的な態度を⽣み出し、社会規範としてのスポーツ・レ

クリエーションを育成することは、コミュニティ全体を巻

き込んだ⼤規模なスポーツ・レクリエーション・イベント

や参加することの共益性に焦点を当てたマス・コミュニケ

ーション・キャンペーンにより達成することができる

（14）（section 5を参照）。プロスポーツ選⼿の認知度を
⾼めることで、良いロールモデルが⽣まれ、その結果、ス

ポーツやレクリエーションへの参加を促すことができる。

スポーツとレクリエーションのレガシー計画は、主要なイ

ベントの開催と並⾏して実⾏されるより広いレガシー計画

に組み込まれるべきである（79, 80）。

⼈々はスポーツやレクリエーションのための場所と空間を

必要としている（14）。 都市計画と⼟地利⽤政策に責任
のあるステークホルダーと提携する機会を設定し、スポー

ツやレクリエーションの施設・設備への公平なアクセスを

確保すべきである（14）。

スポーツとレクリエーションの機会は、既存の参加者や再

参加者を維持するための肯定的な経験だけでなく、必要性

が最も⾼い、すなわち参加率が低い集団（⼥性や⼥児、障

がい者、⾼齢者、⽂化的に多様なグループなど）を対象と

しなければならない（14）。スポーツ関連の労働⼒を多様
化し、提供組織の能⼒を強化することにより、より良い機

会を提供することができる（14, 70）。
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"具体的には、開発のためのスポーツを含むスポーツ・レクリエーションは、国連の
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みんなのためのスポーツとレクリエーション6



以前は、多くの職業それ⾃体が⾝体活動を伴うものであった

が、多くの仕事が⾃動化、コンピューター化される中で、労

働者の習慣的な⾝体活動レベルは低下した（81）。ほとんど
の成⼈が⼀⽇の少なくとも3分の1を仕事に費やしているた
め、職場は健康増進を⾏う最も適切な機会の1つである（81,
82）。 職場での⾝体活動介⼊への投資は、優先事項であると
同時に「戦略的ビジネス強化」の機会と⾒なされるべきであ

る（81）。

職場ベースの⾝体活動介⼊は、多くの⾝体的、精神的、社会

的健康上の利益をもたらすだけでなく、従業員の⽋勤（83）
と燃え尽き症候群（84）を減らすことができる。そのため、
GAPPA は、職場において、あらゆる能⼒の⼈々が⾝体活動で
きるような⾝体活動プログラムを提供し、⾝体活動を促進す

る必要があると述べている（14）。様々な部⾨向けに開発お
よび調整された職場の政策は、すべての従業員の⾝体活動を

奨励し、健康⽂化を促進すべきである（85）。職場の⽅針と
プログラムには次のようなものがある：⾃然に⾝体活動が伴

うような職場環境の設計、アクティブな通勤の⽀援、⾝体活

動を伴う社会活動、⾝体活動の効果を従業員に知らせるため

の教育的イベント、アクティブな労働⽂化の奨励（例：ウォ

ーキング・ミーティング）、運動を実施できるようにするた

めの有給∕フレックスタイムの提供（81）などである。ウェ
アラブルデバイス、スマホアプリ、ウェブベースの取り組み

などの介⼊も奨励されている（86）。重要なことは、⽅針を
全従業員に周知し、実施することである。

WHOの健康職場モデルは、職場で⾝体活動を実施するための
包括的なアプローチを奨励している（87）。 
最初のステップは、雇⽤者と従業員を対象にニーズ分析を⾏

うことである。第⼆段階では、さまざまな利害関係者を含む

健康職場委員会を設置して、チャンピオンを決める。ウェル

ネス・アンバサダーやヘルス・チャンピオンは、シフト労働

者や地⽅のオフィスにいる労働者など、⼿の届きにくい労働

者を巻き込み、従業員の参加を促すための効果的な戦略であ

る（88）。従業員の健康状態と⽣活習慣（および病気休暇な
どの関⼼のある指標）を評価した後、委員会は、介⼊のため

の重点領域に優先順位をつけるべきである。介⼊の実施には

評価を含める必要がある。
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“職場ベースの⾝体活動介⼊は、多くの⾝体的、精神的、社会的健康上の利益をもたら
すだけでなく、従業員の⽋勤や燃え尽き症候群を減らすことができる。”

職場7

最も成功しているのは、ウェルネス⽂化が組み

込また職場における介⼊である（89）。 職場
は、その取り組みが「測定可能な⽬標を備えた

堅実な戦略計画に⽀えられている」ことを確認

すべきである（89）。次の6つは、職場におけ
る効果的かつ持続的な⾝体活動戦略となる可能

性を⾼める。（i）積極的なリーダーシップの⽀
援とコミットメント、（ii）従業員や労働組合
を含む組織へのステークホルダーの参加、

（iii）⽅針、（iv）⽀援的な構築環境および社
会環境、v）包括的、多要素的かつ協調的な戦
略、および（vi）進⾏中および将来の戦略に情
報を提供するデータ主導型（89, 90）である。

写真提供者： Longtrekhome.  Falun Dafa the second exercise, standing meditation.  
(CC BY-NC-SA 2.0) https://flic.kr/p/4MmtnT



地域のマスメディア（テレビ、ラジオ、新聞な

ど）を通じたソーシャルマーケティング

他のコミュニケーション戦略（ポスター、チラ

シ、情報冊⼦、ウェブサイト、地図など）を⽤い

て、⾝体活動の機会についての認識を⾼め、コミ

ュニティに対する特定の情報の提供

医療専⾨家による個別のカウンセリング（公的お

よび私的資⾦の両⽅）、および地域の⾝体活動の

機会の紹介

ウォーキングやその他の活動、イベントへの参加

を促進するために、スポーツクラブを含む⾃主的

な組織、政府および⾮政府組織と協⼒

学校、職場、介護施設、コミュニティセンター、

ホームレスシェルター、ショッピングモールなど

の特定の環境での活動。これには、不利な状況に

ある⼈々に⼿を差し伸べる機会を提供する場も含

まれる。

⽴法、財政、政策上の要件を備えたウォーキング

トレイルやインフラの整備などの環境変化戦略や

より広範な集団を対象とした計画

コミュニティ全体のプログラムは、⾏動に影響を与え

る様々なレベルで機能するため、特定の集団の⾝体活

動不⾜に取り組むための複数のアプローチを提供す

る。これらのレベルはシステムベースのアプローチを

反映しており、政策の変更、例えば構築環境の改善や

プログラムの提供に⽬を向けている。コミュニティ全

体のプログラムの効果的な要素には、マスメディアと

場に応じたプログラム（例：保健・医療や学校）の組

み合わせが含まれる。政策、環境、プログラムの組み

合わせは、様々な種類の⾝体活動、仕事、アクティブ

な移動、レクリエーションを対象としているため、集

団の⾝体活動を⾼めるためにより効果的である

（section 7, 2, 6を参照）。Bakerらは、コミュニティ
全体のプログラムの例には、以下の組み合わせが含ま

れることを提案している（91）。

1.

2.

3.

4.

5.

6.
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"コミュニティ全体におけるプログラムの効果的な要素には、マスメディアと場に応じ
たプログラム（例：保健・医療や学校）の組み合わせが含まれる。"

コミュニティ全体のプログラム8

⾝体活動、特にウォーキングとアクティブな移動を

促進するための地域社会全体のプログラムがプラス

の効果をもたらすことが実証されている。（91,
92）。 また、マスメディア、環境インフラやコミ
ュニティイベント、および環境変化アプローチにお

けるエビデンスもある（93）。構築された環境イ
ンフラは、メディアキャンペーンとともに、アクテ

ィブな移動により⾝体活動を増加させることが⽰さ

れている（94, 95）。 焦点を絞った促進戦略を組み
込んだコミュニティ全体の介⼊は、数年間持続した

場合、集団レベルの⾝体活動を増やすのに効果的で

ある（96）。ラテンアメリカ諸国では、コミュニ
ティ・アプローチが⾮常に普及しており、その採

⽤、適応、スケールアップを促進するネットワーク

が進⾏中である（97）。テクノロジーとソーシャ
ルメディアの活⽤は、これらのプログラムの普及に

も役⽴っている。
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ISPAHの「⾝体活動を⽀える8つの投資」は、
2011年のISPAHの⽂書である「⾝体活動を⽀える
投資」（ISPAH2011）を改訂したものである。

この資料は、他のISPAHのポリシーに関する資料
を補完するものである。

これは、WHOの⽂書と組み合わせて使⽤できる。
⾝体活動と公衆衛⽣に関する研究と実践におけるコミュ

ニケーションと卓越性の⽀援

世界中の⾝体活動と公衆衛⽣に関連する研究と実践の能

⼒の開発

政策と実践を改善し、⾝体活動を促進するために、研究

と知識の普及を促進するためのアドボカシー活動の主導

⾝体活動と公衆衛⽣関連の研究と実践を進めるためのグ

ローバルなコラボレーションに参加

ISPAHの使命は、卓越した科学（研究）、教育、能⼒開発お
よびアドボカシーを通じて、⾝体活動を世界的な優先事項

とし、また、⾝体活動を促進することである。

ISPAHは、⾝体活動と公衆衛⽣分野の研究者と実践者のため
の世界的な専⾨家協会である。 

その他の補⾜⽂書
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Maria Hagströmer, Ben Smith, Paul Kelly, Tracy Kolbe-Alexander, Jacqueline Mair, Charlie Foster, James Nobles, Nick Cavill. 

翻訳：Shiho Amagasa (shiho.ama@gmail.com)



エビデンスを集める

1

2

メッセージを作成する

メッセージを広める

3

あなたの環境での

⾝体活動の呼びかけ

メッセージの受信者と

送信⽅法？

政治 メディア

労働者

コミュニティ

組織内から

Shilton TR.  (2008). Creating and making the case: Global advocacy for physical activity. Journal of Physical Activity and Health. 5:6; 765-776.
Shilton TR (2016).  Advocacy for noncommunicable disease prevention – Building capacity in Japan.  Japanese Journal of Health Education and Promotion. 24(2); 102-109.
World Health Organization. (1995). Report of the Inter-agency Meeting on Advocacy Strategies for Health and Development: Development Communication in Action. Geneva, World Health Organization.

収集されるエビデンスは、健康関連のデータ（例えば、有病率、

病気の原因、予防）に関するものである場合もあるが、実現可能

性、受容性、および適切性に関するデータに関する場合もある。

このようなデータは、意思決定者と対象者にとって重要である可

能性が⾼い。

⾝体活動の量と種類、およびそれがもたらす利益を明確にす

る合意されたメッセージについてのコンセンサス。

合意され、正当化され、優先順位が付けられた⼀連の⾏動–成
功のためのアジェンダ。

エビデンスを政策アジェンダに組み込むには、以下のことが必要

である。

戦略の組み合わせは、⼀般市⺠と専⾨家の意⾒を変え、⾝体活

動により焦点を当てるための⽀援とリソースを活⽤するために

必要である。

アドボカシーとは、「特定の健康⽬標またはプ

ログラムに対する政治的コミットメント、政策

⽀援、社会的受容、およびシステム⽀援を得る

ために設計された個⼈的および社会的⾏動の組

み合わせ」である。

世界保健機関, 1995

⾝体活動の提唱者になり、変⾰のための

世界的な運動に参加しよう。 誰もが当事
者になれる。

Adapted from: Shilton TR (2008) and Shilton TR. (2016). 

Adapted from: Shilton TR (2008) and Shilton TR. (2016). 



この資料はあなたに役に⽴ちましたか？

この資料の使⽤⽅法を教えてください：info@ispah.org

使⽤法に関するフィードバック

3

他の⼈と⼀緒にこの資料を公式に推奨

個⼈として、この資料を推薦できる

組織として、この資料を推奨できる

この資料を推奨するように他の⼈を動機付ける

ソーシャルメディア＃8Investmentsでこの資料に関する相談に
参加

この資料を同僚と共有

このインフォグラフィックを含める

この⽂書をニュースレターに追加

この資料を推奨

2

この資料の使い⽅

この資料とインフォグラフィックを共有

1

@ISPAHISPAH.ORG @ISPAHORG @ISPAH

#8Investments
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